
地震当日から現在まで
2025年度浜通り環境放射線研修 事前講義

大阪大学 共創機構／万博推進室 栗本 聡



本日の構成

• 東日本大震災発生から避難指示の経過、住民帰還・復興に向けた取組
（栗本担当） 40分

• 日本のエネルギー政策 （木野正登様） 40分

• 質疑応答 10分
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１．東日本大震災からの経過
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出展：復興庁出前授業 4



出展：復興庁出前授業 5



出展：復興庁出前授業 6

原子炉は地震発生直後
に緊急停止、しかし
継続的に燃料を冷や

し続ける必要

非常用発電機などが浸水



出展：復興庁出前授業 7

冷却水位低下により燃料
被覆管の金属（ジルコニ
ウム）と水蒸気が反応し
水素が発生⇒圧力容器の

損傷部から漏えいし、建
屋内に滞留



出展：復興庁出前授業 8

大気中に放出されたセシウム
134, 137などの放射性物質が
東京電力福島第一原子力発電
所の北西方向に飛散した。 黄色：>3.8μSv/h  (≒年間20mSv)

赤色：>19.0μSv/h (≒年間100mSv)



出展：大熊町環境情報サイネージ 9



出展：大熊町環境情報サイネージ 10

概ね１か月程度の
間に住民避難の完
了を求めた区域

特定避難勧奨地点：計画的避難
区域とするほどの地域的な広が
りはないものの、事故発生後 
１年間の積算放射線量が20ミリ
シーベルトを超えると推定され

る地点



避難指示区域の見直し(2012年4月～2013年8月）

区域の基本的考え方

避難指示解除準備区域
年間積算線量20mSv以下となることが
確実であることが確認された地域

居住制限区域
年間積算線量が20mSvを超える恐れ
がある地域

帰還困難区域

5年間を経過してもなお、年間積算線
量が20mSvを下回らない恐れがあり、
震災後1年が経過しても年間積算線量
が50mSv超で、将来にわたって居住を
制限する地域

出展：大熊町環境情報サイネージ 11



出展：福島県 東日本大震災・原子力災害10年の記録

12

福島県のピーク時の避難者数
※避難指示対象地域からの避難者は約10万人程度



出展：2011年5月22日 朝日新聞記事より

町役場も「避難」

13※双葉町役場は2013年6月にいわき市へ移転

いわき市は多くの避難者を受け入れ



出展：内閣府原子力被災者生活支援チーム作成資料 14

国直轄除染と市町村による除染

森林除染は生活圏から概ね20ｍ

双葉町・大熊町、住民に
とっては苦渋の決断



出展：内閣府原子力被災者生活支援チーム作成資料 15



避難指示解除の３要件（「原子力災害対策本部決定」より）

①空間線量率で推定された年間積算線量が２０ミリシーベルト以下になることが確実であること 

②電気、ガス、上下水道、主要交通網、通信など日常生活に必須なインフラや医療・介護・郵便な
どの生活関連サービスが概ね復旧すること、子どもの生活環境を中心とする除染作業が十分に進
捗すること

③県、市町村、住民との十分な協議 

避難指示の解除

【避難指示解除に至る流れ】

除染・インフラ復旧（各省庁の連携、県・市町村や民間事業者との調整）

生活関連サービスの確保に関する調整

住民との協議（行政区長会・住民説明会の開催（主な避難先で複数回）、町議会での説明など）

⇒協議が整った後、政府の原子力災害対策本部にて解除を決定 16

※年間積算線量20ミリシーベルトは、屋外で8時間、屋内で16時間を過ごしたと仮定する生活行動パターンに基づく
計算で、およそ3.8μSv/hに相当するとしている。



出展：復興庁「原子力被災地域の経緯と現状」（2024年8月8日） 17

帰還困難区域の復興に向けた一歩



出展：復興庁「原子力被災地域の経緯と現状」（2024年8月8日） 18



出展：復興庁「原子力被災地域の経緯と現状」（2024年8月8日） 19



２．住民帰還の状況
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出展：復興庁「原子力被災地域の経緯と現状」（2024年8月8日） 21

避難指示解除時期が早いほど
帰還住民が多い傾向

避難指示区域
の震災時点の
住民登録数

実居住人口調
査時と同時点
の住民登録数

村判断による全村避難（川内村）は含んでいない



出展：復興庁「原子力被災地域の経緯と現状」（2024年8月8日） 22



出展：復興庁「原子力被災地域の経緯と現状」（2024年8月8日） 23



出展：復興庁「原子力被災地域の経緯と現状」（2024年8月8日） 24



３．国の体制・対応など
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出展：復興庁「東日本大震災 復興政策10年間の振り返り」（2023年8月） 26



27

復旧・復興財源の確保（「19兆円フレーム」(当初)）

出展：会計検査院「東日本大震災からの復興等に対する事業の実施状況等に関する会計検査の結果について」



28出展：復興庁福島復興局「福島復興加速への取組」(2025年2月)



避難者への生活支援
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住居の確保（応急仮設住宅⇒復興公営住宅）

健康不安への対応（県民健康管理調査（子どもの甲状腺検査、妊産婦調査などを含む）、ホール
ボディカウンターによる内部被ばく検査、個人線量計・ガラスバッジの配布、自家消費野菜などの
放射能検査体制整備など）

避難先自治体での行政サービス享受（原発避難者特例法）

医療費の減免

高速道路無料措置

など

＋

東京電力による賠償（精神的損害、財物、住宅確保、営業損害（商工業・農林業））



４．浜通りの復興に向けて
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31出展：復興庁福島復興局「福島復興加速への取組」(2025年2月)



32出展：復興庁福島復興局「福島復興加速への取組」(2025年2月)



33出展：復興庁福島復興局「福島復興加速への取組」(2025年2月)



34出展：復興庁福島復興局「福島復興加速への取組」(2025年2月)



35出展：復興庁福島復興局「福島復興加速への取組」(2025年2月)



５．残された課題
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出展：復興庁出前授業 37



出展：復興庁出前授業 38



出展：復興庁出前授業 39

課題：
・再生利用による減容化

・福島県外での最終処分
に向けた合意プロセス
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帰還困難区域への一時立入について

バリケード・ゲートで現在も立ち入りを厳しく制限

住民は住宅の手入れ、お墓参りなどのため立入が許可されている

復興に関わる事業者や研究従事者などは町の許可を得て立ち入り

⇒現地研修での立ち入りに当たっては、

町との信頼関係や住民感情を損ねないための注意事項があります
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